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介護事業者の目標管理制度及び職務役割制度         

の導入効用と展望 
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１１．．ははじじめめにに  

総務省統計局の人口推計調査によると、2021 年 10 月現在で日本の高齢化率は 28.9%

と過去最高に達する一方で、生産年齢人口の割合は 59.4%と過去最低となった。この

ような人口動態の変化の下で、厚生労働省は「第８期介護保険事業計画の介護サービ

ス見込み量等に基づく介護職員の必要数」データで介護人材不足は年々拡大し、2040

年度には約 69 万人の介護人材が不足すると推計している。 

このような危機的介護人材不足の中で介護人材を持続的に確保するためには、新卒、

中途採用を問わず、一旦採用した介護人材の離職を防止し、いかにして継続的な就労

を達成するかが、わが国における喫緊の課題となっている。 

Ａ社は、2022 年２月現在、279 か所に及ぶ訪問介護事業所等の他、46 棟の高齢者住

宅を始め多用な事業を運営している。その運営に当たる従業員は、合計 5,708 人（正

規社員 1,344 人 非正規社員 4,364 人）となる。同社では、目標管理制度や職務役

割制度の活用を通じて、介護人材の継続就労確保に努力してきた。とりわけ、2002 年

から実施してきた目標管理制度には約 20 年の歴史がある。 

そこで、本稿では、両制度について、Ａ社従業員へのアンケート調査を実施し、Ａ

社における両制度の活用が従業員の継続的な就労に有益であるかについて検討するこ

とを目的とした。これが検証されることは、Ａ社だけでなく、介護業界全体の人材定

着の手法となり得ると考える。 
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２２．．研研究究目目的的  

Ａ社の目標管理制度及び職務役割制度の実際を検証する。また、Ａ社従業員へのア

ンケート調査を実施し、目標管理制度・職務役割が継続的就労にどのような影響を及

ぼしているかについて、考察することを目的とする。 

 

３３．．研研究究方方法法  

Ａ社が構築してきた目標管理制度及び職務役割制度に関するシステム、職務役割基

準書等の閲覧の他、Ａ社の目標管理制度運用関係者からのヒアリングを実施した。 

また、Ａ社が 2022 年 6 月 22 日から 2022 年 6 月 29 日の期間で、Ａ社の従業員を対

象に、「サーベーモンキー」というアンケートサイトを活用して行ったアンケート調査

結果を分析した。 

調査にあたっては、回答データは全て統計的に処理されて個人情報は適切に保護さ

れること、回答は任意かつ回答内容如何でいかなる不利益処遇を受けることもないこ

と、分析データは、目標管理制度（MBO）及び職務役割制度の介護業界の汎用性検証に

も使用されることを説明した。 

目標管理制度・職務役割制度の効果を確認する項目として、自覚する性格や学生時

代の役割、目標管理制度、職務役割制度に対する受けとめ、会社の魅力に関する設問

を表１のように設けた。 

02 から 04 の質問項目については、「思わない」、「あまり思わない」、「どちらともい

えない」、「ややそう思う」、「そう思う」の順に並べ、それ以外の質問項目については、

「あてはまらない」、「あまりあてはまらない」、「どちらともいえない」、「ややあては

まる」、「あてはまる」の順に並べた回答欄にチェックを入力する方法とした。なお、

統計処理にあたっては、IBM 社の SPSS ソフトを利用した。 
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表１．目標管理制度・職務役割制度アンケート項目 

  

  

４４．．結結果果  

44--11..  ＡＡ社社目目標標管管理理制制度度・・職職務務役役割割制制度度  

44--11--11..目目標標管管理理制制度度のの源源流流  

目標管理とは、ピーター・F・ドラッガーによって、その著書「現代の経営」（1954

年）の中で提唱された「マネジメント バイ オブジェクティブズ アンド セルフ・

コントロール（Management by Objectives and Self－Control）に由来している。こ

の由来に照らせば、目標管理とは、単に上司が部下の目標を管理するだけに留まらな
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い。すなわち、「セルフ・コントロール」という重要な要素を含んでいる。 

この点については、「目標管理の教科書」1でも、「目標に照らして、自らの仕事ぶり

を自分でチェックして修正する自己統制」の重要性を説いている。目標管理の原初的

機能に照らして、同著では、目標管理とは、「ＭＢＯ」ではなく、「セルフ・コントロ

ール」の視点を加味した、「ＭＢＯ‐Ｓ」と呼称すべきだと指摘している。 

  

44--11--22..目目標標管管理理制制度度のの問問題題点点    

人事評価ツールの一つである「目標管理制度」は、「人事労務諸制度の実施状況調査」

2によると 79.3%の企業で「目標管理制度」を導入している」との回答があった。 

これは、わが国においても、広く「目標管理制度」が浸透していることを示してい

るが、その制度運用の中では、次の図表に示す通り、期待されている効果と課題が多

くの文献3に指摘されている（表２参照）。 

識者が述べているように、目標管理制度において期待される効果を最大限発揮する

には、その効果を阻害する課題を解決し得る仕組み、運用が重要といえる。 

 

表２. 目標管理制度に期待される効果と課題 

  

 
1 2012 年 五十嵐 英憲著 ダイヤモンド社 
2
 2018 年 労務行政研究所により実施 

3 太田顕一郎（2021 年）「目標管理制度の有効性と限界に関する一考察」『共栄大学研究論集』19 号 95 頁、西村聡

（2012 年）『経営戦略を実現するための目標管理と人事考課』日本法令、五十嵐英憲（2012 年）『目標管理の教科書』  

ダイヤモンド社 他 
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44--11--33..  ＡＡ社社のの目目標標管管理理制制度度概概要要  

 Ａ社では、2002 年頃に、エクセルフォームを使用して目標管理を実施していた。だ

が、表２で概観した通り、目標管理制度の人材育成の視点が希薄であることに伴う問

題点等があり、2011 年頃には、ヒト（人材）こそが経営における重要な資源という考

え方のもと、これをマネジメントする「HRM」（Human Resource Management（人的資源

管理））という手法を取り入れた目標管理システムを導入し、同制度を通じて人材を育

成するという視点が明確化された。この段階で目標設定及び評価はシステム入力へと

移行し、異なる部署間の目標設定の状況等も相互にシステムでリアルタイムに確認す

ることが可能となった。 

2021 年には、目標/評価の入力要領を改善する等の目的から、同システムの手法を

承継し、独自に新目標管理システムを開発し、リリースした。Ａ社は、人材マネジメ

ントの一環として、目標管理制度を活用し、目指すべき人材マネジメントは、「人材は

成長し、発揮する価値を変化していく存在であると捉え、人材は戦略に貢献する単な

る資源ではなく、長期的な価値を高めていくという目標に向かって企業と人が協働し

て投資していく存在である」と捉えることにあるとしている。 

したがって、A 社にとった目標管理制度は、単なる人事評価ツールではなく、目標

設定、達成支援、評価フィードバックのプロセスを通じて人材を育成する人材マネジ

メントの一環として捉えられている。この視点に立脚し、目標管理制度の基本的機能

として、「会社が進もうとしている方向を示し、個人に対してどのような役割を期待し

ているのかを明確にし、期待される役割の中で、自身を成長させていくことが出来る。

主体的に自らの目標設定に関わることで、モチベーションの向上にもつながっている。」

こととした。 

また、Ａ社は目標の設定と連動して、個人がどのように成長したいのか、どのよう

なキャリアを形成したいかについて、上司との面談の機会を設けるなどして、個人の

成りたい姿を後押しすることにも努めている。 

目標管理制度は、その適切な目標の設定とその達成支援のプロセスを通じて、従業

員の計画的な業務遂行と組織ミッションと調和のとれた形での自己実現（自分のやり

たい仕事の遂行）を担保する。そして、従業員は、目標の達成度に対する評価を通じ

て、自己の組織貢献度を自覚し、モチベーションを向上させて、さらに高い目標設定

にチャレンジしていく結果、会社業績が向上することになるとしている。 

 Ａ社では、目標管理を意味あるものにするためには、次の三つの要点があると考え
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ている。第一に、組織と個人（従業員）の望ましい関係性の構築の観点から、組織の

やるべきことと個人のやりたいことを結び付け、あるいは一致させて組織の要求と個

人の欲求を結合させる統合マネジメントを、上司と部下が協力して実施すること（図

１参照）、第二に、組織メンバーの目標設定への参画として、組織と個人の目標設定に

おいて、目標を「決める前」「決めている時」「決めた後」にメンバー参加のもとで行

い、組織目標達成に向けて努力すべき方向の理解を促進し、また、従業員自身に自分

の存在価値を自覚させ、自身の成長を促進させること（表３参照）。第三に、メンバー

によるセルフマネジメント（自力による達成行動）と上司による達成支援である（図

２参照）。 

 

図１．統合マネジメント 

 

表３．目標設定参画 

 

 

 

図２．目標管理におけるセルフマネジメント 
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44--11--44..  ＡＡ社社目目標標管管理理制制度度全全体体像像  

Ａ社の目標管理制度の概要は、次の五つに区分され、第一に「前提事項の確認」と

して、外部環境・内部環境分析とともに、目標の連鎖を確認する（図３参照）。但し、

上位目標のブレイクダウンだけではなく、実務現場での要改善事項や要解決課題に対

する取組の方向性等の設定も含まれる。 

 

図３．目標の連鎖 

 

第二に、「組織目標の設定」として、前提事項の確認で見た、全社目標から上位部門

の繋がりを管理者は確認する他、職場内の問題課題を共有化し重点化する組織目標の

裏付けを整理している。その上で、とりまとめられた多数の課題・問題を取捨選択し、

取り組むべき課題の重点項目を取り込んで事業所目標のたたき台を作成する。また、

本社経営企画室や人事部が連携し、事業部単位の目標設定会議を開催し、目標の全体

擦り合わせ等を支援する。 

第三に、「個人目標の設定」として、管理者は、部下に組織目標内容を分かりやすい

言葉で説明し、組織目標達成するために必要な協力の内容や達成によってもたらされ

るメリット、組織目標のねらいを事前に説明する。 

部下に対する期待感の表明、励ましも合わせて行う。その上で、部下に自己が取り

組むべき目標の素案を作成させて面談で擦り合わせ、合意形成を行う。上司は、部下

の目標が組織目標からかけ離れていないか、目標が成果に結びつくものかどうか、目

標に上積みがあるかどうか（未知への取り組み・スピードアップ・改善・新規創造/開

発等の視点）適度なチャレンジ目標になっているか等を確認する。目標はシステムで

1 次承認、2 時承認を経て最終的な目標となる。 

第四に、「達成プロセス管理」として、セルフマネジメントに対する支援を基本とす

るため、適度な距離を置きながらの支援を行う。例えば、目標達成過程でのトラブル

発生や難易度が変化した場合の支援の他、月 1 回の面談など手法で定期的支援を実施

する。励ましや活動・成果に対する承認も行う。 

予算（売上・利益・新規獲得数等）とも連動する。 
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第五に、「達成結果の測定評価」として、自己評価をもとに直属上司の一次評価、さ

らに、その上長による二次評価行う。評価に当たっては、設定目標を順番に、事実に

基づき達成度を評価する。上司は、評価面談を通じて部下に直接に評価結果のフィー

ドバックを行い、四半期評価毎に、目標設定、達成プロセス、達成結果の優秀な点、

改善点等を伝える。 

この面談は、評価に対する合意形成の意味を含み、評価の食い違いを中心に話し合

い、次期に反映すべきことを相互確認し、部下に気づきを与えて、次期目標設定に繋

げる。上司は最終的に評価の手直しや評価の取りまとめを行う。 

 

44--11--55..  目目標標管管理理制制度度とと相相互互補補完完関関係係ににああるるＡＡ社社のの職職務務役役割割制制度度  

Ａ社では、目標管理制度導入後においても、各事業部門や各階層に応じた求められ

るべきスキルレベルや知識レベルが必ずしも明確でなかったため、戦略的な人事ロー

テーションが組めない等の問題が生じた。 

このため、2010 年より順次、職務役割制度の導入を開始した。同制度は、職務に応

じた仕事のプロセスや求められる成果を明確にし、個人がそれを把握し目標を持ち仕

事に取組み、強み弱みを把握しながら、従業員個々が成長していくことにつなげる制

度である。 

同制度の導入は、人材育成・能力開発、報酬面、人材フローシステムの観点から制

度設営を行い、個々の能力開花が会社業績の発展へと繋がることが企図されている（図

４参照）。 

 

 

図４.職務役割制度導入で期待される効果 
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例えば、Ａ社事業の中核的事業の一つである訪問介護事業におけるサービス提供

責任者のリーダーの「職務」や、その職務の活動範囲を示す「役割」は、次の図５

や表４に示す通りである。 

その職務の内容は、多岐に渡り、例えばサービス関連のコーディネート、計画書

の作成、苦情事故対応、請求債権関連の他、ヘルパー管理業務、部下の労務管理や

営業活動等が含まれている。そして、その職務の遂行として、組織内で果たすべき

具体的役割について、職務役割基準書に記載し、例えば、訪問介護員スケジュール

管理、サービスの定期化調整、利用者訪問介護員情報の把握、定期訪問、レビュー、

カンファレンス、新規サービス契約締結、苦情事故の状況確認及び関連機関との連

携、提供票確認、実績修正、未収金対応等が具体的かつ詳細に定められている。 

          

  

図５．サービス提供責任者の職務役割 

  

44--11--66..  職職務務役役割割制制度度ににおおけけるる職職務務基基準準書書  

Ａ社は、職務役割を職務役割基準書によって示し、事業セグメント毎にグレードに

応じて設定されている。職務役割基準書の策定にあたっては、「目標設定とタイムマネ

ジメント」、「業務改善と再発防止」等の各視点から、コアコンピテンシー（高業績者

の中核的行動特性）を分析し、その分析結果等が活かされている。 
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表４．サービス提供責任者のリーダーの役割の一部抜粋 

    

 

44--22..  ＡＡ社社従従業業員員にに対対すするるアアンンケケーートト調調査査のの結結果果  

44--22--11..調調査査対対象象者者のの基基本本属属性性  

回答者の基本属性を図６、７に示した。役職別に見た場合、一般の回答者の割合は

44.1%で最も多く、次いで主事・主任の 26.6%と続いていた。雇用形態別は、正社員の

回答が 94.1%、契約社員が 5.9%であった。勤続年数は、５年以上 10 年未満の回答者が

30.8%と一番多く、次いで、3 年未満の 30.5%となっていた。事業セグメント別回答者

では、居宅介護支援所属が 33.9%と一番多く、次いでサービス付き高齢者向け住宅併

設訪問介護の 20.6%となっていた。 

 

 

図６．回答者の役職階層別割合・雇用形態別割合 
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図７．回答者の勤続年数別割合、事業セグメント別の割合 

  

44--22--22..アアンンケケーートト回回答答者者質質問問項項目目別別記記述述統統計計  

表５に示す通り、回答の平均値の上位は、目標の内容を理解（4.16）目標達成する

には今以上に努力が必要（4.14）、目標の内容を自分のこととしてとらえ行動している

（3.89）、チームメンバーが目標達成するために協力している（3.84）、目標を達成す

るために自身で行動計画を考えている（3.78）であった。 

表５. アンケート 回答者の質問項目別の記述統計 
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図８に示す通り、「あてはまる」「ややあてはまる」の上位は、目標の内容を理解（85.1%）

目標達成するには、今以上に努力が必要（79.7%）、目標の内容を自分のこととしてと

らえ行動している（72.3%）、チームメンバーが目標達成するために協力している

（71.8%）、職務役割の内容を理解している（69.8%）、目標を達成するために自身で行

動計画を考えている（69.2%）であった。 

 

 

図８. アンケート 回答者の質問項目別の割合 

 

表６に示す通り、新卒採用入社と中途採用入社との平均値には、23 項目中 10 項目

に有意差があり、全て新卒採用者の数値が低かった。 
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表６. 回答者の採用形態別 平均の差の記述統計 

  

表７に示す通り、一般リーダー等と参事以上との平均値の差には、23 項目中 4 項目

に有意差があり、全て参事以上の数値が高かった。 

 

表７. 回答者の役職階層別 平均の差の記述統計 
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44--22--33..ククロロスス集集計計  

表８、９の通り勤続年数別に目標の内容を理解しているかについて尋ねたところ、

勤続３年未満で「ややあてはまる」「あてはまる」の割合は 82.4%、以降勤続年数順に、

３年以上５年未満で 81.9%、５年以上 10 年未満で 84.4%、10 年以上で 92.1%となり、

どの階層でも高い水準を示した。 

他方、職務役割の内容理解については、勤続３年未満で「ややあてはまる」「あては

まる」の割合は 62.0%、以降勤続年数順に、３年以上５年未満で 68.8%、５年以上 10

年未満で 70.6%、10 年以上で 80.2%となり、勤続年数が増えるにつれて理解度は上が

っていた。 

 

表８．勤続年数階層と目標の理解度 

 

 

表９.勤続年数階層と職務役割の理解度 

 
 

Ａ社の目標管理制度では、個人目標と組織目標をリンクさせている。このため、組

織目標の達成には、チームメンバー内の協力が必要なところがある。そこで、チーム

内の協力の状況を見る為に、表 10 に示す通り、クロス分析を実施した。 

この結果、勤続３年未満で「ややあてはまる」「あてはまる」の割合は 60.1%、以降

勤続年数順に、３年以上５年未満で 72.1%、５年以上 10 年未満で 79.8%、10 年以上で

76.3%となり、勤続年数が増えるにつれて、チーム内協力度は上昇する傾向にあったが、

3 年未満の者は 60.1%と他階層よりも 10 ﾎﾟｲﾝﾄ以上も低かった。 
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表 10．勤続年数階層別の目標達成におけるチーム内協力 
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まる」「ややあてはまる」の割合は、目標の賛同納得性で 54.5%、自発的計画立案で 63.8%、

自発的行動では 68.3%であった。 
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さらに、目標の内容の理解度と、目標管理制度や職務役割制度のキャリアへの寄与

（表 14 参照）、会社への誇りの有無（表 15 参照）をクロス分析したところ、両軸とも

「あてはまる」「ややあてはまる」の割合は、前者で 33.3%、後者で 48.8%であった。 

一方で、目標の内容の理解で「あてはまる」「ややあてはまる」を回答していながら、

両制度のキャリアへの寄与について「あてはまらない」「あまりあてはまらない」を回

答した者の割合は 21.4%、会社への誇りについて「あてはまらない」、「あまりあては

まらない」を回答した者の割合は 8.7%であった。 

 

表 14.目標の理解度と目標管理制度や職務役割制度のキャリアへの寄与 

 

 

表 15．目標の理解度と会社への誇りの有無 

 

 

表 16 に示す通り、「職務役割の内容を理解している」と「自分の成長が職務役割の

達成と連動していると思う」の両軸で「あてはまる」「ややあてはまる」と回答した者

の割合は、40.3%であった。 

 

表 16．職務役割の理解度と自己成長における職務役割の連動 
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44--22--44..合合成成変変数数をを用用いいたた分分析析結結果果  

表 17 に示す因子分析の結果等を踏まえ、表 18 の合成変数を組成した。学習の進展

やキャリアの形成、目標への賛同、評価への納得性等を要素変数とする群を「目標管

理制度（MBO）・職務役割制度による成果」、チーム内の協力や上司のサポート等を含む

要素変数を「目標管理制度によるチームビルディングの効果」というように、各要素

変数の内容に照らし名称を付した。 

なお、以下の因果関係の分析では、9_1.当社は新入社員にとって魅力的に映ってい

ると思う、9_2.自分の会社を誇りに思うは各変数と目標管理、職務役割制度、行動特

性との因果関係も計算するために、この 2 つの変数を合成変数に組み入れず、それぞ

れを単独の変数として、回帰分析をおこなった。 

表 17. 因子分析  
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表 18. 合成変数  

  

 合成変数を順に従属変数とした合成変数間の因果関係は表 19～表 25 の通りとなり

合成変数と各変数との回帰分析を行ったところ、図９の因果関係図が求められた。 

 

表 19．従属変数 「目標管理制度_職務役割制度による成果」の場合 

 

 

表 20. 従属変数 「目標管理制度チームビルディングの効果」の場合 
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表 21．従属変数 「職務役割の理解と主体的な行動」の場合 

 

 

表 22．従属変数 「目標の理解」の場合 

 

 

表 23．従属変数 「積極的な行動特性」の場合 

 

 

表 24．従属変数 「当社は新入社員にとって魅力的に映っていると思う」の場合 
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表 18. 合成変数  
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表 25．従属変数 「自分の会社を誇りに思う」の場合 

 

 

 

図９.因果関係図  

５５．．考考察察  

55--11..  ＡＡ社社のの目目標標管管理理制制度度・・職職務務役役割割制制度度ににおおけけるる工工夫夫  

Ａ社では、約 20 年に渡る試行錯誤を繰り返す中で、目標管理制度に期待される効果

を最大化し、目標管理の課題を可及的に解決するための制度改良・補完の仕組みを構

築していた。 

また、この取組に介護人材の就労継続・定着のヒントとして、第一に、目標管理制

度は、目標設定で各従業員が行うべきことが明確になり、その達成は従業員のモチベ

ーションアップに繋がる等のメリットがある。第二に、その一方で、運用次第で、設

定目標のバラツキ等が生じ、人材育成の視点が欠ける場合には、放任管理に堕して、

むしろ、モチベーションを下げる危険性があると考えられた。この従業員のモチベー

21 

 

ションのアップは継続就労意欲にプラスに働くが、モチベーション低下はその意欲を

減退させる。 

このため、Ａ社は、目標管理制度を単なる人材評価ツールと捉えるのではなく、目

標設定、達成支援、評価フィードバックのプロセスを通じて人材を育成するための人

材マネジメントの仕組みとし、目標管理制度の運用により、いかにモチベーションを

アップさせて継続就労を確保するかを検討し続け、そこに、「セルフ・コントロール」

の視点が欠かせないとした。 

この視点によって、Ａ社は、人事部や経営企画室を中心として、各事業部・各支社

を巻き込み、粘り強く、目標設定や評価者の研修を反復、継続してきた。そして、目

標管理制度の仕組みの中に、目標設定会議での部門間での擦り合わせによる目標のバ

ラツキ補正の他、上司部下の目標設定・評価面談、評価フィードバックの手順を盛り

込んでいった。 

一方、自己管理の容易化や公平性・公正性を担保する見える化等のために、目標管

理制度にシステム開発投資を行い、従業員自ら定期的に振返り、部門間でリアルタイ

ムに相互に目標の内容を確認できるようにした。このシステム化によって、従業員は、

自らいつでもシステムを閲覧して、自己目標の内容、求められる成果責任、自ら立て

た行動計画、達成すべき基準も確認できることでセルフ・コントロールを後押しされ

ている。 

人事部は、全社全部門の目標設定、評価の進捗や、個人及び各部門の達成度状況の

経年変化、さらには、評価の甘辛等をシステムデータから分析している。その結果が、

次の目標設定・評価会議の運営、研修に活かされ、さらに次期システム改修の際の改

良に活かされるという循環となっている。 

また、人材育成・活用、従業員のキャリア形成の観点から、従業員が多用な職務経

験で適性を発見し、なりたい自分になれることを後押しすることで、モチベーション

アップにつながっている。この他に適切な行動が行えるように職務役割基準が定めら

れ、職務毎に必要な知識・技能等を明確化する職務役割制度が導入されている。これ

により目標管理制度が補完されている。 

このように、Ａ社は、約 20 年に渡る取組により、目標管理制度の長所を活かし、従

業員のモチベーションアップに繋げて、就労継続意欲を引き出し得る仕組み自体を整

備してきた。このことは、介護業界の継続就労を確保する一つの手段となりうると考

える。 
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55--22..  ＡＡ社社アアンンケケーートト結結果果にに見見るる目目標標管管理理制制度度・・職職務務役役割割制制度度のの可可能能性性  

回答者の勤続年数を問わず、82%以上の割合で目標を理解し、全体では 85.0%に達し、

Ａ社の目標の理解度は高い傾向があった。また勤続年数が上がるほど、目標達成にお

けるチーム内協力に対する理解は深まっていた。また、目標を理解している者は、目

標に対する賛同性・納得性が高まり、さらに目標達成のための自発的行動計画を立て

て、自ら行動に移す傾向があった。加えて、目標を理解する者は、目標管理制度や職

務役割制度が自己のキャリアに繋がると考えている割合（33.3%）が、繋がらないと考

えている割合（21.4%）よりも高く、会社を誇りに思う割合（48.8%）の方が思わない

割合（8.7%）よりも圧倒的に高かった。 

但し、次の三点に留意する必要がある。第一に、回答者には、Ａ社で稼働している、

約 3,000 名の登録型非常勤訪問介護員4は含まれていない点である。これは、本アンケ

ートの対象を原則として目標管理システムによる目標設定を受ける者としたためであ

る。涵養されたＡ社の人材マネジメント力、目標管理の機能は、セルフ・コントロー

ルの観点からもこのシステム運用にもっとも特徴的に具現化されていることを重視し

た。このことから、アンケートの回答数は、正規社員全体の 26.3%ほどに当たる 354 名

からの回答に留まった。 

第二に、同一質問項目でのアンケート結果は今回の単発のものであり経年変化の有

無が明らかでないことである。そして第三に、退職理由等の機微な人事データは本人

同意の困難性のため未取得であることである。 

さらなる明確化のためには回答数の拡大、アンケート結果の経年変化分析、機微な

人事データとの突合をしていく必要がある。また、登録型非常勤訪問介護員の目標設

定にまで視野を広げるときには、直行直帰の稼働スタイル等に現れる登録型非常勤訪

問介護員の稼働特性（脚注４参照）に照らした質問項目の設定や目標管理システム使

用群と未使用群との比較で回答傾向差の分析等が必要である。 

しかしながら、これらの点を念頭においた上でも目標の理解度の高まりは、目標管

理制度や職務役割制度を通じた自己のキャリア形成に対する志向性や会社に対する誇

り、換言すれば、会社に対するロイヤルティを高める効果があると推察する。このよ

うにロイヤルティが高まれば、継続就労の可能性も高まるのであろう。Ａ社における

目標設定研修・評価研修、目標設定会議・評価会議の 20 年に渡る継続実施や仕組みの

 
4 登録型非常勤訪問介護員とは、自宅からサービス提供先まで直行直帰で稼働し、実施サービス内容・稼働時間に応

じて時給計算で収入を得る者で、その稼働状況は、稼働日数、稼働時間数、稼働時期等において千差万別である。ま

た、他社にも同時登録して、兼務稼働しているケースもある。 
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中で、目標設定及びその達成プロセスの意義を訴え、目標管理の課題解決に腐心して

きた成果が現れていたと考える。 

目標管理制度を人材マネジメントの一環として捉え、上司部下の目標設定プロセス

を通じた納得性の高まりが目標の理解を高め、目標管理システムの活用等において自

発的な計画的行動も誘発し、また目標の理解促進が組織目標との連動性の志向性を生

んでいた。そして、目標管理を補完する、職務役割の理解促進が従業員の自己成長を

さらに意識させる結果ともなっている。 

このようなＡ社の取り組みの一連の成果は、因果関係図（図９参照）を左から右に

俯瞰することでも看取することができ、Ａ社が従業員の個別の目標設定を、人材マネ

ジメントのスタート地点として、研修・設定会議で浸透活動を継続して重要と考えて

きたことの意義が現れている。 

すなわち、目標の理解度が上がることで職務役割の理解と主体的な行動に繋がり、

目標管理制度のチームビルディングの効果（目標達成のためのチーム内協力や上司の

部下支援等）を生み、それは目標管理制度・職務役割制度による成果（両制度による

自己成長・評価フィードバックによる学習の進展等）にも繋がっている。 

このように成果に繋がると自分の会社を誇りに思うことができ、誇りに思う者は、

自社は新入社員にとっても魅力的に映ると考える、こういった物事を前向きに捉えて

積極的に行動するという行動特性が現れやすい。また、このような一連の因果性の流

れを構築できれば、所属組織へのロイヤルティを高め人材定着、就労継続にも良い効

果をもたらし得るものと考える。 

残された課題として、直行直帰の稼働等に特性のある登録型非常勤訪問介護員に対

して目標管理制度の運用がもたらす、継続就労ないし稼働率向上に対する効果をどう

みるかということである。 

Ａ社のシステム開発予算・投資優先順位、システムセキュリティ等の観点から登録

型非常勤訪問介護員には目標管理システムへのアクセス権がない。その代わり、Ａ社

ではサービス提供責任者が、雇入れ時や更新面談等の機会において個別の目標設定と

その理解促進を丹念に実施している。 

例えば、利用者の疾病やＡＤＬの状況を理解しリスク予見の提案力やボディメカニ

クス等の力学的サービスの応用力を高めるための目標設定（スキル向上の観点）、ある

いは、介護福祉士、ケアマネジャーなどの資格取得の目標設定（資格取得の観点）等

を実施している。そして、事業所での技術研修や勉強会の開催等も行いながら、目標

達成支援も行っている。 
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この一連のプロセスには、目標管理システム活用の効果として、いわばトリクルダ

ウン効果となっているのではないかと推察している。すなわち、サービス提供責任者

は目標管理システムで自己の目標設定を行い、上司の達成支援を受けながら同システ

ムを活用することで目標達成のためのセルフ・コントロールをしている。このプロセ

スで知覚した、組織目標連動での個別目標設定の必要性や目標の理解向上の重要性を

登録型非常勤訪問介護員に伝播していく役割も担っていると考える。 

このことは、登録型非常勤訪問介護員における技能向上・稼働率向上等を目標設定

されたサービス提供責任者が、今度は、登録型非常勤訪問介護員に対して、身体介護

サービスのスキルアップ、稼働可能日数や稼働時間数等に関して個別の目標設定の上、

その理解向上の働きかけや目標の達成支援をしているという構造となる。 

このようなサービス提供責任者による登録型非常勤訪問介護員への支援は、「訪問

介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること」や「訪問介護員等に対す

る研修、技術指導等を実施すること」等の責務5と連動していると言えるので、サービ

ス提供責任者自身の目標設定と親和性も高いだろう。 

以上のようなトリクルダウン的な効果が生み出されるとすれば、目標管理制度には

登録型非常勤訪問介護員に対する目標の理解促進を生み、これが継続就労意欲や稼働

率向上に繋がるのではないだろうか。もっとも、このような推察の正当性を合理的に

担保するためには、やはり、登録型非常勤訪問介護員の稼働特性等を踏まえた、さら

なる調査が必要である。いわゆる「103 万円の壁」6や「130 万円の壁」7を理由として、

Ａ社でミニ賞与と呼称している報奨金さえ辞退して、年末に自ら稼働抑制する傾向に

あるなどの特性も踏まえた調査によって、さらに検討することを今後の課題としたい。 

 

６６．．ままととめめ  

Ａ社の目標管理制度・職務役割の制度は、その設計・運用において、人材育成に重

要な視点を置いた人材マネジメントの仕組みである。20 年に渡る紆余曲折の連続の末

に現在の目標管理システムに到達したもので、目標設定、目標達成支援、評価フィー

 
5 平成十一年厚生省令第三十七号 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第 28 条第 3 項参照 
6 年収が 103 万円を超えると発生する所得税、住民税の納税義務を勘案し、また、配偶者の会社から出ている扶養手

当が無くなることを回避すべく就労自制される場合がある。 
7 年収が 130 万円を超えると配偶者の扶養内から外れて自分で国民年金と、国民健康保険に加入する必要が生じるの

でこれを回避すべく就労自制される場合がある。 
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ドバック、次期目標再設定に至るプロセスでシステムを活用してきた。 

これはセルフ・コントロール、上司との面談による擦り合わせのコミュニケーショ

ンを通じて、会社を誇りに思い、組織ロイヤルティを高める一定の因果性が認められ

る仕組みといえ、他組織においても、組織ロイヤルティを高め継続就労の可能性を高

めるために、Ａ社の目標管理制度の設計・運用を、自社の人材マネジメントの制度設

計の一環として活用することは検討に値するものと考える。 

また、介護事業者は、対利用者及びご家族、行政、対多職種、対地域住民等の多方

面で同時多発的コミュニケーションの必要性に迫られるが、目標管理制度の仕組みの

中に上司面談や組織目標のためのチーム協力が自然と求められるので、同制度運用を

通じてコミュニケーション力の鍛錬にも期待が持てる。 

目標管理制度及び職務役割制度による成果が自分の会社を誇りに思うことに結び付

くとされたことは、自社を誇りに思えれば、易々と離職することにはならないと考え、

両制度の運用を通じて、危機的人材不足に喘ぐ介護業界においても人材定着・継続就

労確保に資する結果と考えている。 

そして、目標管理システムの活用がもたらすであろう、トリクルダウンの効果を明

確化すべく、登録型非常勤訪問介護員に対する目標管理制度運用の在り方について継

続的に検討していきたい。 
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この一連のプロセスには、目標管理システム活用の効果として、いわばトリクルダ

ウン効果となっているのではないかと推察している。すなわち、サービス提供責任者

は目標管理システムで自己の目標設定を行い、上司の達成支援を受けながら同システ

ムを活用することで目標達成のためのセルフ・コントロールをしている。このプロセ

スで知覚した、組織目標連動での個別目標設定の必要性や目標の理解向上の重要性を

登録型非常勤訪問介護員に伝播していく役割も担っていると考える。 

このことは、登録型非常勤訪問介護員における技能向上・稼働率向上等を目標設定

されたサービス提供責任者が、今度は、登録型非常勤訪問介護員に対して、身体介護

サービスのスキルアップ、稼働可能日数や稼働時間数等に関して個別の目標設定の上、

その理解向上の働きかけや目標の達成支援をしているという構造となる。 

このようなサービス提供責任者による登録型非常勤訪問介護員への支援は、「訪問

介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること」や「訪問介護員等に対す

る研修、技術指導等を実施すること」等の責務5と連動していると言えるので、サービ

ス提供責任者自身の目標設定と親和性も高いだろう。 

以上のようなトリクルダウン的な効果が生み出されるとすれば、目標管理制度には

登録型非常勤訪問介護員に対する目標の理解促進を生み、これが継続就労意欲や稼働

率向上に繋がるのではないだろうか。もっとも、このような推察の正当性を合理的に

担保するためには、やはり、登録型非常勤訪問介護員の稼働特性等を踏まえた、さら

なる調査が必要である。いわゆる「103 万円の壁」6や「130 万円の壁」7を理由として、

Ａ社でミニ賞与と呼称している報奨金さえ辞退して、年末に自ら稼働抑制する傾向に

あるなどの特性も踏まえた調査によって、さらに検討することを今後の課題としたい。 

 

６６．．ままととめめ  

Ａ社の目標管理制度・職務役割の制度は、その設計・運用において、人材育成に重

要な視点を置いた人材マネジメントの仕組みである。20 年に渡る紆余曲折の連続の末

に現在の目標管理システムに到達したもので、目標設定、目標達成支援、評価フィー

 
5 平成十一年厚生省令第三十七号 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第 28 条第 3 項参照 
6 年収が 103 万円を超えると発生する所得税、住民税の納税義務を勘案し、また、配偶者の会社から出ている扶養手

当が無くなることを回避すべく就労自制される場合がある。 
7 年収が 130 万円を超えると配偶者の扶養内から外れて自分で国民年金と、国民健康保険に加入する必要が生じるの

でこれを回避すべく就労自制される場合がある。 

25 

 

ドバック、次期目標再設定に至るプロセスでシステムを活用してきた。 

これはセルフ・コントロール、上司との面談による擦り合わせのコミュニケーショ

ンを通じて、会社を誇りに思い、組織ロイヤルティを高める一定の因果性が認められ

る仕組みといえ、他組織においても、組織ロイヤルティを高め継続就労の可能性を高

めるために、Ａ社の目標管理制度の設計・運用を、自社の人材マネジメントの制度設

計の一環として活用することは検討に値するものと考える。 

また、介護事業者は、対利用者及びご家族、行政、対多職種、対地域住民等の多方

面で同時多発的コミュニケーションの必要性に迫られるが、目標管理制度の仕組みの

中に上司面談や組織目標のためのチーム協力が自然と求められるので、同制度運用を

通じてコミュニケーション力の鍛錬にも期待が持てる。 

目標管理制度及び職務役割制度による成果が自分の会社を誇りに思うことに結び付

くとされたことは、自社を誇りに思えれば、易々と離職することにはならないと考え、

両制度の運用を通じて、危機的人材不足に喘ぐ介護業界においても人材定着・継続就

労確保に資する結果と考えている。 

そして、目標管理システムの活用がもたらすであろう、トリクルダウンの効果を明

確化すべく、登録型非常勤訪問介護員に対する目標管理制度運用の在り方について継

続的に検討していきたい。 
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外国人介護職員の雇用制度と労務管理を考察する 

～ 特別養護老人ホームのアンケート調査を実施して ～ 

 

則 岡 昇 一 
 

キーワード:外国人介護職員、在留資格、労務管理、外国人への支援 

 

１１..  ははじじめめにに  

 2022 年における日本の外国人介護人材の受入れ制度は、出入国管理及び難民認定法

（以下「入管法」と略す）で規定されている在留資格別に見ると「1. 特定活動（EPA）」、

「2. 技能実習」、「3. 介護」、「4. 特定技能」の 4 つの制度（ルート）がある「表 1」。 

 

表１：外国人介護人材の在留資格別受入れルートと概要 

在留資格/制度の趣旨 制度の創設年 概要 

1.特定活動（EPA）/ 

2 国間の経済連携の強化 

2008（H20）年 
 

対象国はインドネシア、フィリピン、ベトナ

ム。3年以上就労後に介護福祉士国家試験受

験。不合格の場合は帰国、1年在留延長して

再受験可能、特定技能 1号へ移行可能。 

2.技能実習/ 

本国への技能移転 

2016（H28）年 

 

介護施設等での実習（最大 5年間）。3年以上

就労後に特定技能 1号へ移行可能。3年以上

就労後に介護福祉士国家試験受験可能。 

3.介護/ 

専門的・技術的分野の 

外国人の受入れ 

 

 
 

2016（H28）年 
 

介護福祉士養成施設に入学。卒業時に介護福

祉士国家試験受験（ただし、経過措置として

2026 年度までの卒業生は不合格・未受験の場

合も介護福祉士として 5年間就労できる）。 


